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No.1 世界人口の見通し

国連の中位推計によると、世界全体の人口は途上国を中心に増大を続け、2050年には世界全体で90億人に
達する見通し。

5
出典：国連”World Population Prospects The 2015 Revision”より作成



No.2 世界の国・地域別GDPシェアの見通し

6
出典：IMF ”World Economic Outlook 2016”より作成

先進国、欧州のGDPシェアは減少を続ける一方、中国を含む途上国のシェアが大きく拡大する見通し。
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No.3 都市化の進展状況および見通し

都市人口は世界各地において増加傾向にあり、今後も急激に増加する見込み。欧州、北米等では都市人口の
伸びは緩やかになると見込まれているが、アジア、アフリカでは著しく伸びる見込み。

7出典：国連人口部 World Urbanization Prospects World Urbanization Prospects 2014より作成
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No.4 各地域での一人あたりGDPの推移

2009年にいったん減少した一人当たりGDPは、2010年以降はいずれも増加している。先進国と途上国の差は、
2010年に約3.2万ドルであったものが、2020年には約4万ドルに拡大する。

8
出典： IMF  World Economic Outlook Database April 2016 Edition, Entire Dataset,

Gross domestic product based on purchasing-power-parity (PPP) per capita GDP   
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No.5 世界の一次エネルギー需要の見通し（エネルギー源別）

現行政策シナリオでは、2040年の一次エネルギー需要は現在の約1.5倍まで増加する見通し。一方450シナリオで
は、化石燃料由来のエネルギー需要の削減、再生可能エネルギー、原子力の増加等により、需要増は1.1倍程度
に抑制される見通し。

9出典：IEA “World Energy Outlook 2014” より作成

※ 現行政策シナリオ：従来のレファレンスシナリオ
新政策シナリオ：温室効果ガス排出削減の国家公約や化石燃料補助金の廃止計画など、具体的な実施措置が未定なものを含め、世

界各国で発表されている広範な政策公約／プランについて考察したシナリオ
抑制シナリオ：大気中の温室効果ガス濃度をCO2換算450ppmへ抑制し、気温上昇を2度以下に抑えるためのシナリオ
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No.6 世界の資源の確認埋蔵量

10出典：Statistical Review of World Energy 2016より作成
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No.7 政治・社会に関連する昨今の動き（主に国際関係）

2010年～2016年の世界の政治・社会に関連する動きを総括すると、中東における政治体制の崩壊、中国の経済
的地位の確立、欧州の不安定化、米国の一国主義など、政治・社会システムの不安定化へとつながる要因となる
動きが重なっている。

11

時期 内容 環境問題・環境政策との関係

2009～2013 欧州債務危機
• ギリシャの財政問題に端を発し南欧を中

心とする諸国に債務危機が連鎖

スペインにおける固定価格買取制度の停止
EUの新規加盟国向け環境対策予算の縮減

2010～2012 アラブの春の発生
• チュニジア、エジプト等の中東・北アフリカ

地域の政変、民主化運動

気候変動が一因であるロシアの旱魃により、小麦輸
入国である北アフリカ諸国の食糧価格が上昇、チュニ
ジア、エジプトの政変につながったとされている。

2011 中国が世界第２位の経済大国へ
• 中国のGDPが日本を抜き世界第２位へ

経済発展により中国の温室効果ガス排出量が増大。
財政力の向上により、産業公害対策が進展。

2015 独ＶＷが排ガス規制不正
• 排ガス規制（NOx)を逃れるため、全世界

で1000万台以上のディーゼル車に不正な
ソフトウェアを搭載していたことが判明

環境NGO（ICCT）の高度な解析によるソフトウェアのメ
カニズムの解明と告発
企業のESGの取り組みの重要性の高まり

2015 アジアインフラ投資銀行（AIIB）設立
• 中国が提唱し主導する形でアジア向けの

国際開発金融機関が発足

AIIBが融資するプロジェクトにおける環境・社会配慮
の基準について、既存の開発金融機関と同等の対策
が担保されるかの議論

2016 英国のEU離脱（Brexit) EUからの離脱により、英国の温暖化政策等の不透明
感が増す

2017 米トランプ政権の誕生 パリ協定からの離脱や石炭火力発電の推進を明言



No.8 持続可能な開発の目標（SDGs）の採択

2015年9月に国連サミットで全加盟国により採択された「持続可能な開発のための2030アジェンダ」の中核をなす持続
可能な開発のための目標（SDGs）は、包括的な17のゴール（目標）と169のターゲットから成る2030年までの国際目標
であり、先進国・途上国を問わず全ての国に適用される普遍性が最大の特徴である。
採択を受けて、「誰一人取り残さない」、パートナーシップ（あらゆるステークホルダー等の参加）といった理念の下、各
国・地域・地球規模で、社会・経済、そして環境に関する様々な課題を統合的に解決するための行動を起こす必要が
あり、それらの行動のフォローアップ及びレビューが必要となっている。
※少なくとも環境に関連している下線の１２ゴール（赤字・下線）に係る施策を通じて、最終的に17ゴールの同時達成
を目指す。

12

SDGｓ：17ゴール

1. 貧困の撲滅
2. 飢餓撲滅、食料安全保障
3. 健康・福祉
4. 質の高い教育
5. ジェンダー平等
6. 水・衛生の持続可能な管理
7. 持続可能なエネルギーへのアクセス
8. 包摂的で持続可能な経済成長、雇用
9. 強靭なインフラ、産業化・イノベーション
10. 国内と国家間の不平等の是正
11. 持続可能な都市
12. 持続可能な消費と生産
13. 気候変動への対処
14. 海洋と海洋資源の保全・持続可能な利用
15. 陸域生態系、森林管理、砂漠化への対処、

生物多様性
16. 平和で包摂的な社会の促進
17. 実施手段の強化と持続可能な開発のため

のグローバル・パートナーシップの活性化



No.9 世界における主な環境問題・公害問題

急速な人口増加と経済発展により、環境システムはその極限に達しつつある。

大気については、オゾン層対策やガソリン無鉛化対策は成果をあげているが、気候変動に関しては対策が遅れて
いる。

生物多様性については、保護地域の拡大など一定の政策上の成果はみられるものの、生物多様性損失には歯止
めがかかっていない。

水については、安全な飲み水へのアクセスに関して改善がみられるものの、地下水の枯渇や国際的な水資源管
理の欠如など多数の問題が残る。
また、海洋汚染や砂漠化など、深刻化する問題も蓄積している。

13出典：UNEP Grobal Environment Outlook 5th 2012

アフリカ
アジア太
平洋地域

欧州 中南米 北米 西アジア

環境ガバナンス※

気候変動

エネルギー

大気汚染

土地

淡水

海洋

生物多様性

化学物質・廃棄物

各地域において優先度の高い環境テーマ

※環境ガバナンス：環境を管理するための法律や政策およびそれらを運用するための組織等の能力や仕組み

各地域が優先度が高く、
政策取組が進んでいるとして、
最大6つまで選んだテーマ

各地域が他のテーマとの
関連性が特に強いとして、選ん
だテーマ
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No.10 日本の人口の見通しと少子高齢化

国立社会保障・人口問題研究所の中位推計によると、今後も人口は減少する見通しであり、2100年
には生産年齢人口が全人口の約半数となる見通し。

15出典：総務省統計局 “人口統計年報”、国立社会保障・人口問題研究所 ”日本の将来推計人口・世帯数”より作成
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No.11 都市への人口集中と過疎化の進展

三大都市圏と地方圏の人口シェアを比べてみると、三大都市圏の人口シェアは従前から一貫して上昇傾向にあ
り、その殆どが東京圏のシェア上昇分であったが、今後も同様の傾向が続く見通し。
一方、人口規模が10万人以下の市区町村では、人口減少率が全国平均の25.5％を上回る市区町村が多い。特に
現在人口6,000～１万人の市区町村では、2005年を基準とした時の2050年における人口がおよそ半分に減少す
る。

16出典：国土審議会政策部会長期展望委員会『国土の長期展望 中間とりまとめ』平成２３年２月２１日



No.12 経済成長率の見通し

内閣府の試算によると、2015年度以降の経済成長率は、ほぼ横ばいで推移する見込み。

17出典：内閣府 国民経済計算(GDP統計)、平成29年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度
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No.13 日本企業の海外生産比率の推移

2014年度の製造業の海外生産比率（国内全法人ベース）は24.3％、前年度比1.4ポイント増と3年連続の増加。
業種別では、輸送機械が46.9％（前年度比3.2ポイント増）、はん用機械が34.2％（同6.6ポイント増）、情報通信機械
が30.7％（同0.3ポイント増）。

18出典：経済産業省 第45回海外事業活動基本調査
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No.14 労働生産性の国際比較

OECD加盟国の労働生産性をみると、2015年のわが国の就業1時間当たり労働生産性は、42.1ドル(4,439円)となっ
ており、OECD加盟35カ国中20位である。日本の順位は、1990年代から現在に至るまで19～21位で大きく変わらな
い状況が続いている。なお、わが国の一人当たりの労働生産性は、74,315ドル(783万円)で、これは、OECD加盟35
カ国の中でみると22位である。

19出典：公益財団法人日本生産性本部 “OECD加盟国の労働生産性（時間当たり） 2015年”
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No.15 働き方改革

平成 28 年６月２日に閣議決定された「ニッポン一億総活躍プラン」では、イノベーションと働き方改革による生産性
の向上と労働力の確保により、サプライサイドを強化するとともに、経済の好循環を回し続け、潜在的な需要を掘
り起こして内需を拡大していくことが示されている。
働き方改革は、長時間労働を前提とする企業文化を変え、企業の業務プロセスの見直しや意識改革を進めること
が必要であるとの問題認識の下、内閣総理大臣私的諮問機関である「働き方改革実現会議」において、柔軟な働
き方（テレワーク、多様な就業形態、副業等）の 在り方、多様な選考・採用機会の提供、病気治療と仕事の両立
等、多様な観点から議論が進められている。

20
出典：「テレワーク導入効果を最大限引き出そう─ワークライフの充実から従業員の成長、組織の価値創出まで」『MRIマンスリーレビュー』2016年5月号
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No.16 家庭部門のエネルギー消費の推移

家庭部門のエネルギー消費は、世帯数や家計消費とともに増加傾向にあったが、2010年以降は4年連続で減少し
ており、2014年は20年前の1995年を下回った。

21
出典：経済産業省 平成26年度エネルギー需給実績（経済産業省）より作成
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No.17 エネルギー自給率

原子力を国産とみた場合の日本のエネルギー自給率は、2010～2012年に大きく下落し、その後は横ばい。

原子力を輸入とみた場合の自給率は長く横ばいの状態だったが、2012年から微増傾向が見られる。

22出典：資源エネルギー庁 総合エネルギー統計 ※エネルギー自給率＝一次エネルギー国内産出/一次エネルギー国内供給
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No.18 食料自給率の推移（飼料を含む）

自給率の高い米の消費が減少し、日本の食料自給率は長期的に低下傾向で推移してきたが飼料や原料を海外
に依存している畜産物や油脂類の消費量が増えてきたことから、カロリーベースでは近年横ばいに推移している。

23出典：農林水産省 食料需給表

生産額ベース食料自給率（％）＝食料の国内生産額／食料の国内消費仕向額
カロリーベース食料自給率（％）＝1人1日あたり国産供給熱量／1人1日あたり供給熱量
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No.19 木材自給率の推移（木材供給量）

2014年の木材自給率は前年より1.0ポイント増加して29.6％となった。前年と比べて用材の国内生産量は微増、外
材の輸入量は微減している。

24出典：林野庁 平成26年度森林・林業白書
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No.20 土砂災害の発生状況の推移

気候変動に伴い、近年は短時間強雨や大雨の増加に伴う土砂災害、突発的で局所的な大雨に伴う警戒避難のた
めのリードタイムが短い土砂災害、台風等による記録的な大雨に伴う深層崩壊等の増加が懸念される。
平成26年には豪雨による広島市土砂災害、平成28年には熊本地震による土石流57件、地すべり10件、がけ崩れ
123件という大規模な土砂災害が発生している。

25出典：国土交通省 平成28年防災白書 付属資料21 土砂災害の発生状況の推移、熊本地震による土砂災害の概要
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No.21 防災・減災（仙台防災枠組等）

• 国連防災世界会議は国際的な防災戦略を策定する国連主催の会議である。
• 第１回世界会議は1994年に神奈川県横浜市で、第２回世界会議は2005年に兵庫県神戸市で開催され、国際

的な防災の取組指針である「兵庫行動枠組（ＨＦＡ）」が策定された。第３回世界会議は、2015年以降の新たな
国際防災の枠組を策定するため、2015年3月に東日本大震災の被災地である宮城県仙台市で開催され、その
成果として、兵庫行動枠組の後継となる新しい国際的防災指針である「仙台防災枠組2015-2030」がまとめら
れ、「仙台宣言」が採択された。

26

仙台防災協力イニシアティブ

出典：内閣府ホームページ、防災情報のページ、第3回国連防災世界会議
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No.22 耕作放棄地

1961年（昭和36年）をピークに、日本の農地面積は減少を続けている。
農地面積の減少要因は、耕作放棄（荒廃農地）と非農業用途への転用が大部分を占めてきたが、2013年以降は
耕作放棄（荒廃農地）が最も大きな要因となっている。

27出典：農林水産省 荒廃農地の現状と対策について 平成28年4月

荒 廃 農 地： 現に耕作に供されておらず、耕作の放棄により荒廃し、通常の農作業
では作物の栽培が客観的に不可能となっている農地。

耕作放棄地： 以前耕作していた土地で、過去１年以上作物を作付けせず、この数年の
間に再び作付けする考えのない土地（農家の自己申告/農業センサス）。

農地面積の推移 農地面積の減少要因



No.23 野生鳥獣による農作物被害金額の推移

全国の被害金額は、平成26年度は191億円で、前年度に比べて8億円減少している。
被害面積は81,000ha（対前年2,000ha増）、被害量は54万トン（対前年9万トン減）だった。
鳥獣種類別に大きな割合を占めるのは、シカの65億円（43％、対前年10億円減）、イノシシの55億円（36％、対前
年0.1億円減）である。

28出典：農林水産省 平成26年度 全国の野生鳥獣による農作物被害状況


